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  標準化基準の策定及び構成について
• 標準化法では、標準化対象事務の処理に係るすべての地方公共団体情報システムが適合すべき基準と
して、標準化基準（省令）を策定することとされている（３頁参照）。

• これまで、標準化基準に盛り込むべき内容を定めた標準仕様書を策定・改定してきており、今年度中に
標準仕様書を基に標準化基準を定める予定（標準化基本方針（令和６年12月24日閣議決定） ）。

• 標準化基本方針上、標準準拠システムへの移行目標が原則として令和７年度末となっていることを踏まえ、
標準化基準（省令・告示）の施行日は令和８年４月１日※１とする予定。
※１ 移行が令和８年度以降とならざるを得ない「特定移行支援システム」は、その対象団体及び基準の適用日を

省令から委任された告示で別に定める

標準仕様書

※通知等が
引用される場合

がある

標準化基準
標準化法により地方公共団体

情報システムが適合する義務がある基準

基準の細目や、特定移行
支援システムの対象団体・
適用日などを委任

制度改正等
による標準仕
様書改定

原則、
都度の改正
不要※2

原則、標準仕
様書と同時期
に改正

※2 制度改正の規模が大きい等により、大分類単位での機能追加が必要となる場合には、省令改正が必要となる

＜標準仕様書と標準化基準の関係（イメージ）＞
・機能標準化基準（各省庁が原則標準仕様書単位で策定）
・共通標準化基準（デジタル庁・総務省が以下を策定
①データ要件・連携要件、②共通機能要件、③非機能要件）

省令
各要件の大枠を規定

（省令から委任を受けた）

告示
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今回の作業



標準化基準における今後のスケジュール
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標準化基準（機能標準化基準・共通標準化基準 共通）

R7.12 

R8.1 

R8.2 

R8.3 

R8.4 

R8.5 

R8.6 

R8.7 

デジタル庁・総務省へ案文協議

省令・告示公布
省令施行

案文作成
法令審査

案文決裁→入稿

パブコメ

告示施行（特定移行支援システム）

改正告示公布・施行（特定移行支援システム）

R7.12月下旬時点
の対象団体を省令

と同日に告示 

R8.3月末時点の
対象団体をR8.6

月以降に告示 

• 10月にデジタル庁から各省庁に示した策定方針に基づいて省令・告示の作業を進めていただいている。
各省庁ごとにスケジュールは異なるが、概ね以下のスケジュール※となっている。
※ パブコメについて、各省庁に通例等を前提に全文で行うか概要で行うかの判断をいただいており、それによりスケジュールが異なる。

• 担当課室や法令担当課室の引き続きの御協力をお願いしたい。



＜地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第40号）抄＞
第五条 （略）
２ 基本方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。
一・二 （略）
三 各地方公共団体情報システムに共通する基準を定めるべき次に掲げる事項に関する基本的な事項
イ 電磁的記録において用いられる用語及び符号の相互運用性の確保その他の地方公共団体情報システムに係る互換性の確保に係る事項
ロ サイバーセキュリティに係る事項
ハ クラウド・コンピューティング・サービス関連技術を活用した地方公共団体情報システムの利用に係る事項
ニ イからハまでに掲げるもののほか、各地方公共団体情報システムに共通する基準を定めるべき事項
四・五 （略）
３～６ （略）

（地方公共団体情報システムの標準化のための基準）
第六条 所管大臣は、その所管する標準化対象事務に係る法令又は事務に係る地方公共団体情報システムに必要とされる機能等（前条第二項第
三号イからニまでに掲げる事項を除く。）について、主務省令（所管大臣の発する命令をいう。）で、地方公共団体情報システムの標準化のため必
要な基準を定めなければならない。
２・３ （略）

（各地方公共団体情報システムに共通する基準）
第七条 内閣総理大臣及び総務大臣は、第五条第二項第三号イからニまでに掲げる事項について、デジタル庁令・総務省令で、地方公共団体情報
システムの標準化のため必要な基準を定めなければならない。
２・３ （略）

（標準化基準に適合する地方公共団体情報システムの利用）
第八条 地方公共団体情報システムは、標準化基準に適合するものでなければならない。
２ （略）

（御参考）標準化法における標準化基準の位置付け

標準化基本方針では、機能標準化基準と定義し、主に次のような策定方針を定めている。
・ 標準化対象事務に係る業務フローを、デジタル庁が別途定める記述方式により作成し、システムが提
供する機能に関する要件の標準を規定。
・ 機能の要件には、実装必須、標準オプション、実装不可の分類を機能ごとに明記する。
・ 機能要件の標準、画面要件の標準及び帳票要件の標準で構成する。

標準化基本方針では、共通標準化基準と定義し、主に次のような策定方針を定めている。
・ イとして、データ要件・連携要件の標準を定める。
・ ロ～二として、セキュリティ、可用性、性能・拡張性等の非機能要件を定める。
・ ニとして、共通機能（申請管理、庁内データ連携等）の標準を定める。
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